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2017 年 10 月、行動経済学への貢献を理由に、シカゴ大学のリチャード・セイラー教

授にノーベル経済学賞が授与された。同分野の功績を明示したノーベル経済学賞の授与

は、2002 年のダニエル・カーネマン氏以来であるが、2013 年のロバート・シラー氏を

はじめ、受賞理由こそ異なるものの、行動経済学を専門とする複数の研究者に対して、

その後ノーベル賞が授与されてきた。行動経済学という学問分野が経済現象の研究に果

たす役割が大きくなり、注目度が高まってきたことの証しであり、そうした動きは開発

経済学においてもみられる。 

行動経済学は、多田（2014）によれば「標準的な経済学が十分には捉えきれていない

人間の様々な行動様式を、心理学あるいは認知科学といった経済学以外の学問分野の研

究成果を利用して紐解くことで、ミクロ的な経済行動やマクロ的な市場へのインパクト

の分析における現実的な説明能力を補強しようという試み」である。経済主体は、標準

的な経済学が想定するほど首尾一貫した意思決定ができないと仮定されており、複雑な

人間行動の解明に有効な多数の仮説や概念から成る。 

一方、開発経済学は、開発途上国の経済発展と貧困削減を研究する経済学の一分野で

あり、従来は一国の経済動向に関する理論的分析が中心であったが、1990 年代に入り、

個別の経済主体を対象とした研究が盛んになった 1。また、これに伴って、各経済主体

の行動に関するデータを用いた計量経済学的な手法により検証を行うアプローチが発

展した。開発経済学の分野においても、実地実験を行った結果の科学的証拠（エビデン

ス）に基づく政策の立案が求められるようになった結果といえる。政策効果の検証に用

いられる実地実験は 2000 年以降さらに精緻化が進み、今日では、ランダム化（無作為）

比較試験（Randomized Controlled Trial, 以下では RTC）という手法が主流となりつつあ

る。 

 

 

 

                                                   
1 本段落の内容は、ジェトロ・アジア経済研究所、黒岩郁雄ほか編（2015）による。 
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図：開発経済学の潮流変化と行動経済学との関わり 

 

 

（出所）ジェトロ・アジア経済研究所、黒岩郁雄ほか編（2015）などより作成 

 

RTC は、試験対象者をプロジェクトの実施対象と非対象とに無作為に区分し、プロ

ジェクト実施の有無以外は極力両グループの差をなくす状態で、プロジェクトの有効性

を評価する試みである。これまでの RTC を含めた実地実験の結果から、途上国の経済

主体が常に合理的で首尾一貫した判断をするとは限らないことが明らかとなっており、

経済主体の非合理性に注目した行動経済学の研究成果と適合する。 

こうした開発経済学の新潮流と行動経済学の調和は、先端の経済学を理解せずに途上

国の開発政策に関わるのが難しいことを示唆する。また、これまでと同様に、現場のニー

ズと学問の発達が同時並行的に進んでいることを意味するため、開発経済学と行動経済

学は今後も相乗効果によって、さらに進歩を続けることが予想される。 

以 上 
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